
特 記 仕 様 書 

 

業務名   準用河川免除川構造物点検調査業務委託 

履行期間   令和 8 年 9 月 2 日 から 令和 9 年 2 月 26 日 まで      

 

第１条  本業務の履行にあたっては、本特記仕様書によるほか「堤防等河川管理施設及び河道の点検・

評価要領（令和 5 年 3 月国土交通省水管理・国土保全局 河川環境課）」、「測量業務共通仕様

書および設計業務等共通仕様書（令和 8 年 4 月大阪府都市整備部）」（以下「共通仕様書等」とい

う。）を準用するものとする。 

（共通仕様書等は下記ホームページアドレスからダウンロードできます。） 

 

  〇「堤防等河川管理施設及び河道の点検・評価要領（令和 5 年 3 月 国土交通省水管理・国土保全局 

河川環境課）」 

https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/kasen/pdf/01_teibou_tenkenhyouka_youryou_r503.pdf 

  〇「測量業務共通仕様書及び設計業務等共通仕様書（令和 8 年 4 月 大阪府都市整備部）」 

https://www.pref.osaka.lg.jp/o130030/jigyokanri/giken/sokuryou_tyousa/sokuryou_tyousa_r8-4.html 

 

第２条 以下、共通仕様書等に対する特記事項は次のとおりとする。 

 

測 量 編 

 

第 105 条（測量の基準） 

   本業務は、大字倉治地内他（別添位置図参照）において、点検に必要な測量を行うものである。 

測量間隔等は、次によるものとする。 

種  別 区  分 測点間隔 測 量 幅 縮   尺 備   考 

河川測量 横断測量 100ｍ 5ｍ 1/100 36 本 

 

第 117 条（土地への立入り等） 

1） 測量業務を実施する場合、作業班のうちの一人は必ず自己の身分証明書を常時携帯し、業務に従事

するものとする。 

2） 身分証明書は、土地等の所有者、その他関係者等からの請求があったときは、直ちに提示するものと

する。 

3） 身分証明書の内容については請負契約に基づく業務を行うものであることの証明とし、別に定める身

分証明書に基づき、発注者が交付するものとする。 

4） 身分証明書の発行対象者は原則として、管理技術者とする。ただし作業班の編成等に関連して別途

必要となる場合は、契約後速やかに、その適任者を届け出て交付を受けるものとする。 



5） 受注者は業務が完了した場合又は契約が解除された時等、身分証明書が不要となったときは、遅滞

なく発注者に返却するものとする。 

6） 強制立入り等で関係法令に基づく身分証明書については別途協議とする。 

7） 業務の実施に伴う植物の伐採、かき、さく等の除去又は、土地若しくは工作物の一時使用により生じる

損失については受注者の負担とする。 

 

 

設 計 業 務 等 編 

 

第 1107 条（管理技術者） 

   管理技術者は、下記のいずれかの要件を満たすものとする。 

 １．技術士（総合技術監理部門：建設「河川、砂防及び海岸・海洋」または「土質及び基礎」） 

 ２．技術士（建設部門：河川、砂防及び海岸・海洋） 

 ３．技術士（建設部門：土質及び基礎） 

 ４．RCCM（河川、砂防及び海岸・海洋） 

 

第 1111 条（打合せ等） 

  業務における打合せは、業務着手時、中間打合せ１回、成果品納入時の計３回行うものとする。 

 

第 1113 条（資料の貸与及び返却）                            

業務に資する資料として、下記資料を貸与する。 

 ・準用河川免除川構造物点検業務 報告書 令和 3年 3月 

その他業務履行上必要となった発注者の所有する資料については、協議により貸与する。 

受注者は、この契約による事務を処理するために発注者から貸与され、又は受注者が収集し、若し

くは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約の終了後又は解除後、速やかに発注者に返却

し、又は引き渡さなければならない。ただし、発注者が、廃棄又は消去など別の方法を指示したとき

は、当該指示に従うものとする。 

なお、発注者の指示又は承諾により個人情報が記録された資料等を複写等した場合には確実にそれ

らを廃棄又は消去しなければならない。 

 

第 1117 条（成果品の提出） 

   成果品については、金文字バインダー製本 1 部（電子媒体とじ込み）、電子データを電子媒体（ＣＤ－Ｒ）

で正副２部を提出する。 

   電子納品は大阪府電子納品要領（案）【業務委託編】令和 8 年 4 月 1 日によること。 

 

第 1206 条（設計業務の内容） 

   本業務は、免除川の護岸等の河川構造物について、老朽化等に伴う劣化・損傷が著しい状況を踏まえ、

維持管理・修繕のための状況調査を行い、最適な対策案の検討を行うものである。 



１．計画準備 

業務に先立ち、業務の目的・趣旨を把握した上で業務計画書を作成し、監督職員の確認を得るも

のとする。 

 

２．調査・点検 

１） 調査・点検 

河川構造物および河道の状況を把握するため、「堤防等河川管理施設及び河道の点検・評価

要領（令和 5 年 3 月国土交通省水管理・国土保全局 河川環境課）」に基づく点検・調査を実施す

る。 

本業務の対象延長は 3.68 ㎞とする。 

堤防や護岸などの状況が不明な場合は必要に応じて除草を行うものとする。 

２） 河川構造物等調査記録簿の作成 

点検・調査の結果は「堤防等河川管理施設及び河道の点検・評価要領（令和5年3月国土交通

省水管理・国土保全局 河川環境課）」に基づき評価する。 

河川構造物および河道の変状は、位置、変状の規模を記録し、写真撮影を行う。現地で確認さ

れた変状は変状程度を評価し、所定の様式に記録し、取りまとめる。 

 「堤防等河川管理施設及び河道の点検・評価要領（令和 5 年 3 月国土交通省水管理・国土保全

局 河川環境課）」で示される「堤防(土堤、護岸、鋼矢板護岸、特殊堤・高潮堤防)の点検結果評

価記録様式」は下記のとおりである。 

 ・様式 1 総括表 

 ・様式 2 変状箇所ごとの個票 

 ・様式 3 追加写真用様式 

 また、上記様式とは別に、河川台帳等平面図に変状箇所を図示するなど、分かり易く取りまとめ

るように留意すること。 

 

３．報告書作成 

上記の調査結果を整理し、対策検討結果の内容取りまとめを行う。 

 

第３条 その他特記事項 

１． 業務の状況により、下記の検討を追加する予定がある。 

【対策案の検討】 

「調査結果を基に、基本台帳（施設性能の劣化要因、要求性能）を十分把握し、各種対策工法、材料

の特性を十分検討し、対策目的に最も適した工法、材料を選定する。」 

２． 現地調査期間中道路上で交通の危険がある場合は、有能な保安要員、保安施設を配置し、道路交通

の安全確保に努めなければならない。 

３． 成果品納入後にあっても成果品に誤りがある場合は、直ちに訂正するものとする。 

４． 本特記仕様書に疑義が生じた場合は、監督職員と協議するものとする。 

―  以   上 ― 









様式 1 



様式 2 



 

様式 3 


